
�愛媛県告示第７１０号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第２項の規定により、

次のように保安林の指定を解除する。

平成２５年６月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 解除に係る保安林の所在場所

西条市小松町石鎚字湯浪３７８２・３９０８（以上２筆について次の図

に示す部分に限る。）

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 解除の理由

送電変電設備用地とするため

（「次の図」は、省略し、その図面を愛媛県庁及び西条市役所に

備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第７１１号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第１４条第１項の規定に基づき、

国土交通省国土地理院長から次のとおり基本測量を実施する旨の通

知があった。

平成２５年６月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 基本測量「電子国土基本図（地図情報）」修正測量

２ 作業期間 平成２５年６月２８日から

平成２６年３月３１日まで

３ 作業地域 県内全域

�愛媛県告示第７１２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

東温市南野田土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

平成２５年６月１１日

愛媛県中予地方局長 松 森 陽太郎

就 任

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 束 村 義 清 東温市南野田２３０番地

〃 宮 崎 政 男 東温市南野田１０８番地１

〃 東 洋 東温市南野田５５１番地

〃 明 賀 幹 則 東温市南野田４５２番地１

〃 池 田 浩 二 東温市南野田４７６番地３

〃 明 賀 正 宏 東温市南野田３３０番地

〃 明 賀 安 広 東温市南野田５４７番地

〃 桐 野 彰 紀 東温市南野田６４４番地

監 事 束 村 正 嗣 東温市南野田２３１番地

〃 高 橋 真 也 東温市南野田４３番地

退 任

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 明 賀 正 宏 東温市南野田３３０番地

〃 束 村 義 清 東温市南野田２３０番地

〃 坂 本 武 義 東温市南野田２８３番地

〃 宮 崎 政 男 東温市南野田１０８番地１

〃 高 橋 晃 治 東温市南野田１０９番地１

〃 藤 岡 良 信 東温市南野田５００番地２

〃 明 賀 安 広 東温市南野田５４７番地

〃 桐 野 彰 紀 東温市南野田６４４番地

監 事 束 村 正 嗣 東温市南野田２３１番地

〃 宮 崎 泰 成 東温市南野田６０６番地１
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�愛媛県告示第７１３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８４条において準用する同

法第３０条第２項の規定により、重信川菖蒲堰土地改良区連合の定款

の変更を認可した。

平成２５年６月１１日

愛媛県中予地方局長 松 森 陽太郎

�愛媛県告示第７１４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年６月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第７１５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年６月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�公 告

クリーニング師試験の施行について

クリ－ニング業法（昭和２５年法律第２０７号）第７条第１項の規定

による平成２５年度クリーニング師試験を次のとおり施行する。

平成２５年６月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 試験の日時

平成２５年８月２９日（木）午前９時

２ 試験の場所

� 学科試験

松山市三番町七丁目６番地９ 愛媛県薬剤師会館

� 実地試験

松山市三番町七丁目６番地９ 愛媛県薬剤師会館

３ 受験願書の提出期間

平成２５年７月２２日（月）から２９日（月）まで。ただし、郵送に

よる場合は、同日までの消印のあるものは、受け付ける。

４ 受験願書の提出先

県内居住者については住所地を管轄する保健所と、県外居住者

については愛媛県保健福祉部健康衛生局薬務衛生課とする。

５ その他

受験についての必要事項は、受験票により指示する。

�������
�公 告

愛媛県労働委員会第４１期委員候補者の推薦について

第４０期愛媛県労働委員会委員の任期が平成２５年８月２８日で満了す

るので、労働組合法（昭和２４年法律第 １７４号。以下「法」という。）

第１９条の１２第３項及び労働組合法施行令（昭和２４年政令第２３１号。

以下「政令」という。）第２１条第１項の規定により、愛媛県労働委

員会の労働者委員又は使用者委員の候補者を推薦する資格を有する

労働組合又は使用者団体は、それぞれの次期委員候補者を次により

推薦してください。

平成２５年６月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 推薦者の資格

� 労働者委員の候補者について推薦資格を有する労働組合は、

法第５条第１項の規定による法第２条及び第５条第２項の規定

に適合するとの立証を受けている労働組合であり、かつ、愛媛

県の区域内のみに組織を有するものです。

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 大洲野村線
大洲市松尾１８番１から

同市松尾１７番２１まで

旧 １２．８～２５．０ ０．０５４

新 １３．０～２３．０ ０．０５４

県 道 大洲野村線
大洲市松尾１７番１９から

同市松尾１７番１７まで

旧 １０．６～１４．８ ０．０４６

新 １０．６～１３．５ ０．０４６

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 串内子線
喜多郡内子町内子３８４６番から

同町内子３８４７番まで
平成２５年６月１１日

公 告
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� 使用者委員の候補者について推薦資格を有する使用者団体は、

労働問題を取り扱うことを主な目的としているか、又は業務の

主要な部分としている使用者団体であり、かつ、愛媛県の区域

内のみに組織を有するものです。

２ 被推薦者の資格

法第１９条の４第１項に規定する者に該当する者は、委員となる

ことができません。

なお、公共企業体等の職員、国家公務員又は地方公務員が委員

に任命される場合は、その身分関係を規律する他の法律の規定に

より制約を受けます。

３ 推薦期間

平成２５年６月１２日（水）から２７日（木）まで

４ 推薦方法

推薦書（別記様式）を平成２５年６月２７日（木）までに愛媛県経

済労働部管理局労政雇用課へ到着するよう提出してください。

なお、推薦書には、次の書類を添付してください。

� 労働組合については、政令第２１条第３項の規定による愛媛県

労働委員会の証明書

� 次の事項を記載した委員候補者の履歴書

ア 氏 名

イ 生年月日

ウ 本 籍

エ 現 住 所

オ 学 歴

カ 経 歴

愛 媛 県 報平成２５年６月１１日 第２４７７号
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別記様式（４関係）

推 薦 書

年 月 日

愛媛県知事 様

所在地

労働組合又は使用者団体の名称

代表者氏名 印

労働組合法施行令（昭和２４年政令第２３１号）第２１条第１項

�
�
�
�
�

労働者委員�
�
�
�
�

の規定により、愛媛県労働委員会 の候補者として次

使用者委員
の者を推薦します。

氏 名 年齢

所 属 労 働 組 合

又 は 所 属 会 社

及 び そ の 地 位

労働組合法（昭和２４年

法律第１７４号）第１９条の

４第１項該当の有無

注 不要の文字は、抹消すること

愛 媛 県 報平成２５年６月１１日 第２４７７号
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�公 告

職業訓練指導員試験の実施について

職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６４号）第３０条の規定に基づ

き、職業訓練指導員試験を次のとおり実施する。

平成２５年６月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 試験を実施する職種

� 学科試験（関連学科及び指導方法）を実施する職種

機械科、和裁科、木工科及び配管科

� 学科試験（指導方法）を実施する職種

職業能力開発促進法施行規則（昭和４４年労働省令第２４号）別

表第１１に掲げる全職種（�に掲げる職種を除く。）
２ 試験の実施期日

平成２５年９月２１日（土）

３ 試験の実施場所

松山市久米窪田町３３７番地１

テクノプラザ愛媛

４ 受験申請書の提出期間

平成２５年７月１８日（木）から７月２６日（金）までとする。

ただし、郵送による場合は、同日までの消印のあるものは、受

け付ける。

５ 受験申請書の提出先

松山市一番町４丁目４番地２

愛媛県経済労働部管理局労政雇用課

６ 合格発表

平成２５年１０月中旬に愛媛県庁前掲示板に掲示するほか、合格し

た者に通知する。

７ その他

� 受験手続の詳細を記載した受験案内及び受験申請書は、労政

雇用課において交付する。

なお、郵送を希望する者は、宛先を明記し、１２０円分の郵便

切手を貼った返信用封筒を同封の上、労政雇用課へ申し込むこ

と。

� この試験についての問合せは、労政雇用課職業訓練グループ

（電話（０８９）９１２－２５０４）にすること。

�愛媛県選挙管理委員会告示第３８号
愛媛県選挙事務執行規程（平成１２年３月愛媛県選挙管理委員会告示第２６号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

平成２５年６月１１日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（不在者投票施設の指定の基準）

第１７条の４ 政令第５５条第２項及び第４項第２号（他の法令におい

て準用され、又は例によることとされている場合を含む。）の規

定により県委員会が指定する病院、老人ホーム、原子爆弾被爆者

養護ホーム、身体障害者支援施設及び保護施設（以下「指定病院

等」という。）の基準は、次のとおりとする。

� 医療法（昭和２３年法律第２０５号）第１条の５第１項に規定す

る病院でおおむね３０人以上の患者を入院させるための施設を有

するもの又は介護老人保健施設で入所定員がおおむね３０人以上

の規模を有するもの。

� 老人ホームで入所定員又は入居定員がおおむね３０人以上の規

模を有するもの。

� 原子爆弾被爆者養護ホームで入所定員がおおむね３０人以上の

規模を有するもの。

� 身体障害者支援施設で入所定員（通所者に係る入所定員を除

く。）がおおむね３０人以上の規模を有するもの。

� 保護施設でおおむね３０人以上の人員（通所者に係る人員を除

く。）を入所させることができる規模を有するもの。

�～� 省略

２ 省略

３ 第１項の規定にかかわらず、同項第６号から第８号までの基準

に適合している病院等であって県委員会が特に認めるものについ

ては、同項第１号から第５号までの基準を適用しない。

（不在者投票施設の指定の基準）

第１７条の４ 政令第５５条第２項及び第４項第２号（他の法令におい

て準用され、又は例によることとされている場合を含む。）の規

定により県委員会が指定する病院、老人ホーム、原子爆弾被爆者

養護ホーム、身体障害者支援施設及び保護施設（以下「指定病院

等」という。）の基準は、次のとおりとする。

� 医療法（昭和２３年法律第２０５号）第１条の５第１項に規定す

る病院でおおむね４０人以上の患者を入院させるための施設を有

するもの又は介護老人保健施設で入所定員がおおむね４０人以上

の規模を有するもの。

� 老人ホームで入所定員又は入居定員がおおむね４０人以上の規

模を有するもの。

� 原子爆弾被爆者養護ホームで入所定員がおおむね４０人以上の

規模を有するもの。

� 身体障害者支援施設で入所定員（通所者に係る入所定員を除

く。）がおおむね４０人以上の規模を有するもの。

� 保護施設でおおむね４０人以上の人員（通所者に係る人員を除

く。）を入所させることができる規模を有するもの。

�～� 省略

２ 省略

（新設）

選挙管理委員会告示

改 正 後 改 正 前

愛 媛 県 報平成２５年６月１１日 第２４７７号

４６５



�愛媛県選挙管理委員会告示第３９号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１２条第１項の規定による政治団体の収支に関する報告書について、次に掲げる政治団体から

訂正の報告があったので、同法第２０条第１項の規定に基づき、政治団体の収支報告書の要旨の公表（平成２３年１１月愛媛県選挙管理委員会告

示第７２号及び平成２４年１１月愛媛県選挙管理委員会告示第７０号）別記の一部を次のとおり訂正する。

平成２５年６月１１日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

政治団体の収支報告書の要旨

第１２条関係

平成２３年分

政党支部

（訂正後）

政治団体の名称 自由民主党愛媛県石油販売業支部

報告年月日 Ｈ２４．３．１２

１ 収 入 総 額 １００，１０６円

前年繰越額 ５０，０５０円

本年収入額 ５０，０５６円

２ 支 出 総 額 ０円

３ 翌 年 繰 越 額 １００，１０６円

４ 本年収入の内訳

個人の党費・会費（４０人） ５０，０５０円

その他の収入 ６円

１件１０万円未満のもの ６円

（訂正前）

政治団体の名称 自由民主党愛媛県石油販売業支部

報告年月日 Ｈ２４．３．１２

１ 収 入 総 額 １００，１０８円

前年繰越額 ５０，０５２円

本年収入額 ５０，０５６円

２ 支 出 総 額 ０円

３ 翌 年 繰 越 額 １００，１０８円

４ 本年収入の内訳

個人の党費・会費（４０人） ５０，０５０円

その他の収入 ６円

１件１０万円未満のもの ６円

その他の政治団体

（訂正後）

政治団体の名称 愛媛県商工連盟連合会宇和島支部

報告年月日 Ｈ２４．６．２９

１ 収 入 総 額 １，１３５，９８２円

前年繰越額 ３５９，６７２円

本年収入額 ７７６，３１０円

２ 支 出 総 額 ７１５，８４０円

３ 翌 年 繰 越 額 ４２０，１４２円

４ 本年収入の内訳

個人の党費・会費（５９人） ５９０，０００円

借入金 ８４，２８０円

宇和島商工会議所 ８４，２８０円

本部又は支部から供与された交付金に係る収入 １０２，０００円

日本商工連盟 １０２，０００円

その他の収入 ３０円

１件１０万円未満のもの ３０円

５ 支 出 の 内 訳

経常経費 ３３，６６０円

愛 媛 県 報平成２５年６月１１日 第２４７７号
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事務所費 ３３，６６０円

政治活動費 ６８２，１８０円

組織活動費 １０９，０８０円

寄附・交付金 ５１０，０００円

（うち本部又は支部に対して供与した交付金に係る支出） ５１０，０００円

その他の経費 ６３，１００円

（訂正前）

政治団体の名称 愛媛県商工連盟連合会宇和島支部

報告年月日 Ｈ２４．６．２９

１ 収 入 総 額 １，０５１，７０２円

前年繰越額 ３５９，６７２円

本年収入額 ６９２，０３０円

２ 支 出 総 額 ６３１，５６０円

３ 翌 年 繰 越 額 ４２０，１４２円

４ 本年収入の内訳

個人の党費・会費（５９人） ５９０，０００円

本部又は支部から供与された交付金に係る収入 １０２，０００円

日本商工連盟 １０２，０００円

その他の収入 ３０円

１件１０万円未満のもの ３０円

５ 支 出 の 内 訳

経常経費 ３３，６６０円

事務所費 ３３，６６０円

政治活動費 ５９７，９００円

組織活動費 ２４，８００円

寄附・交付金 ５１０，０００円

（うち本部又は支部に対して供与した交付金に係る支出） ５１０，０００円

その他の経費 ６３，１００円

平成２２年分

政党支部

（訂正後）

政治団体の名称 自由民主党愛媛県石油販売業支部

報告年月日 Ｈ２３．３．３１

１ 収 入 総 額 １０２，７０１円

前年繰越額 ５２，６５１円

本年収入額 ５０，０５０円

２ 支 出 総 額 ５２，６５１円

３ 翌 年 繰 越 額 ５０，０５０円

４ 本年収入の内訳

個人の党費・会費（４０人） ５０，０５０円

５ 支 出 の 内 訳

経常経費 ５２，６５１円

事務所費 ５２，６５１円

（訂正前）

政治団体の名称 自由民主党愛媛県石油販売業支部

報告年月日 Ｈ２３．３．３１

１ 収 入 総 額 １０２，７０３円

前年繰越額 ５２，６５１円

本年収入額 ５０，０５２円

２ 支 出 総 額 ５２，６５１円

３ 翌 年 繰 越 額 ５０，０５２円

４ 本年収入の内訳

個人の党費・会費（４０人） ５０，０５０円

愛 媛 県 報平成２５年６月１１日 第２４７７号
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その他の収入 ２円

１件１０万円未満のもの ２円

５ 支 出 の 内 訳

経常経費 ５２，６５１円

事務所費 ５２，６５１円

平成２５年６月１１日 発行
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